所属の分類について（目安）

□農業者・生産者（○○農場、○○農園等）
　個人・家族経営の○○農場、○○農園など

□農業生産法人等　
　農業・種苗生産に従事する法人格を有しているもの。（農業生産法人、農事組合法人、株式会社等）種苗を生産する企業・団体も含める。）

□農業者団体（JA（生産部会）、集落営農等）　
　農業者が参画し、農業者のための団体（JA（単位農協、都道府県経済連等）、JAの生産部会、集落営農など複数の農業者が集まってできた団体、土地改良組合、水利組合、輸出推進協議会、勉強会等農業者が主として関わる団体も含める。

□メーカー（ソフトウェア、通信事業者含む）　
　株式会社のみならず、NPO等団体も含める。

□農業サービス事業体
　農業事業体・農業者から委託を受けて、農作業等（スマート農機やローン等散布等の作業、センシング、データ分析等を含む）を受け持つサービス事業体。

□その他民間事業者・団体
　コンサルタント、シンクタンク、会計事務所、農業資材販売会社、商社、流通業者、運輸、金融業者、製造・開発が伴わない施工・メンテナンス、機材貸出、ドローン撮影サービス、商工会議所、地域おこし支援団体、福祉団体等。

□大学・教育・研究機関、検査機関等　
　大学等（高専、専修学校、農業大学校等も含む）、高校等教育機関、民間教育団体（ドローンスクールを含む）、国・都道府県・民間の研究機関、家畜改良センター、検査機関を含む。

□自治体等　
　都道府県、市町村（農業改良普及組織を含む、ただし、研究・教育分野を除く）、自治体に代わって、行政的な業務を行う公益社団法人・公益財団法人等（うち、農業者の参画度合いが高い団体（土地改良組合、水利組合、輸出推進協議会）を除く）。

※ご不明な点等ございましたら、農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7438）まで
お問い合わせください。
